
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細 （単位：千円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減 損 損 失 累 計 額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 84¶743¶745 79¶013 89¶274 84¶733¶484 30¶411¶365 3¶477¶743 545 ` 11 54¶321¶573

構 築 物 3¶526¶914 32¶218 11¶046 3¶548¶086 2¶039¶410 148¶397 10¶250 ` 3¶740 1¶498¶424

機 械 装 置 191¶841 143¶838 ` 335¶679 37¶401 18¶396 ` ` ` 298¶277

工具器具備品 5¶642¶465 27¶685 10¶921 5¶659¶229 4¶243¶215 631¶529 ` ` ` 1¶416¶013

図 書 41¶946 ` 27 41¶919 ` ` ` ` ` 41¶919

船 舶 917¶860 ` 400 917¶460 898¶137 60¶083 ` ` ` 19¶322

航 空 機 680 ` ` 680 679 ` ` ` ` 0

車 両 運 搬 具 9¶360 ` ` 9¶360 6¶746 1¶828 ` ` ` 2¶613

計 95¶074¶813 282¶755 111¶670 95¶245¶899 37¶636¶957 4¶337¶978 10¶796 ` 3¶752 57¶598¶145

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 24¶790¶187 2¶320¶763 6¶733 27¶104¶217 7¶972¶581 922¶896 885 ` ` 19¶130¶750

構 築 物 1¶231¶543 110¶154 ` 1¶341¶698 418¶933 77¶248 ` ` ` 922¶764

機 械 装 置 755¶147 14¶124 ` 769¶271 467¶718 59¶490 ` ` ` 301¶553

工具器具備品 49¶632¶130 6¶170¶459 2¶757¶518 53¶045¶071 34¶969¶957 6¶235¶054 ` ` ` 18¶075¶113

図 書 22¶271¶340 211¶390 150¶576 22¶332¶153 ` ` ` ` ` 22¶332¶153

船 舶 50¶690 ` ` 50¶690 35¶167 4¶470 ` ` ` 15¶523

a ＰＦＩ債務 (2¶545¶504) (2¶716¶499) (170¶994)

b 未払金 (12¶604¶685) (12¶604¶685) `

（＊１） 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
（＊２） 未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除しております。
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注１）金融商品の時価の算定方法
\ 投資有価証券及び有価証券
これらの時価について、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっており
ます。なお、譲渡性預金については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい
ことから、当該帳簿価額によっております。

] 現金及び預金、及び^ 未収附属病院収入
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保又は保証
による回収見込額等により、時価を算定しております。

_ 国立大学財務・経営センター債務負担金、` リース債務、及びa ＰＦＩ債務
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又は、リース取引、ＰＦＩ
取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定しております。

b 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

注２）非上場株式（貸借対照表計上額30円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを
見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「\投資有価証
券及び有価証券」には含めておりません。

Û．賃貸等不動産関係
当法人は、札幌市及び函館市に賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要
性が乏しいため、注記を省略しております。

Ü．その他国立大学法人等の状況を適切に開示するために必要な事項
当法人は、平成23年７月に実施された札幌国税局による税務調査において、研究費の一部に不適
切な経理処理に関する指摘を受けたことから、平成23年12月に学外有識者を中心に構成する調査委
員会を設置し、事実関係等について調査を進めてまいりました。
平成24年12月21日に、それまでの調査内容について中間報告を行いましたが、現在も調査を続け
ている状況であり、現時点においては資金交付元への最終的な返還額は未確定であります。
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